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【予算に関する説明書　４頁】

１　平成29年度９月補正予算（案）の概要

 (1)　総括表

（単位　千円、％）

６ 月 現 計 ９ 月 補 正 ９ 月 現 計 ９ 月 現 計

予 算 額 予 算 額 予 算 額 予 算 額

Ａ Ｂ Ａ＋Ｂ＝Ｃ Ｄ Ｃ／Ｄ

100,341,452 45,136     100,386,588 111,556,752 90.0   

土 木 管 理 費 14,208,396  45,136     14,253,532  11,570,438  123.2  

道路橋りよう費 38,849,860  -          38,849,860  42,745,312  90.9   

河 川 海 岸 費 15,544,648  -          15,544,648  14,753,208  105.4  

砂 防 費 7,561,509   -          7,561,509   6,219,104   121.6  

港 湾 費 867,952     -          867,952     683,004     127.1  

都 市 行 政 費 4,744,894   -          4,744,894   14,232,700  33.3   

都 市 計 画 費 7,075,309   -          7,075,309   8,746,406   80.9   

下 水 道 費 3,960,819   -          3,960,819   4,171,531   94.9   

住 宅 費 7,528,065   -          7,528,065   8,435,049   89.2   

276,313     -          276,313     276,448     100.0  

公共土木施設
災 害 復 旧 費

100,617,765 45,136     100,662,901 111,833,200 90.0   

22,003,673  -          22,003,673  20,936,146  105.1  

15,591,098  -          15,591,098  16,574,220  94.1   

37,594,771  -          37,594,771  37,510,366  100.2  

138,212,536 45,136     138,257,672 149,343,566 92.6   県 土 整 備 局 計

276,313     -          276,313     100.0  

流 域 下 水 道 事 業
会 計

県営住宅管理事業
会 計

一 般 会 計 計

特 別 会 計 計

平成29年度 平成28年度
９月現計

対 比

　　　　内　　訳

　科　　目

土 木 費

災 害 復 旧 費

276,448     
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(2) 補正予算の内容  

 

津久井合同庁舎新築工事に伴う埋蔵文化財発掘調査について 

 

10款 土木費  １項 土木管理費 

 

 

○新 津久井合同庁舎埋蔵文化財発掘調査費 

 

ア 目的 

     埋蔵文化財の記録保存のため、津久井合同庁舎新築工事予定地において、発掘調査を実施する。 

 

  イ 内容 

津久井合同庁舎新築工事予定地において、試掘調査を実施したところ、記録保存を必要とする

埋蔵文化財が発見されたことから、文化財保護法に基づく発掘調査を実施する。 

 

  ウ 予算額 45,136千円 
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(3)　平成29年度一般会計９月補正予算債務負担行為について【県土整備局関係】

　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の見込み及び
　　当該年度以降の支出予定額等に関する調書

(追　　加)

事 項 限 度 額 区 分 期 間 金 額

千円 千円 千円

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

150,455

 【予算に関する説明書 ５頁】

左 の 財 源 内 訳

150,455
一般財源

津久井合同庁舎埋
蔵文化財発掘調査
費

150,455

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－ 特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

平成29年度
～

平成30年度
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【議案（条例その他）１頁及び２頁 定県第70号議案及び定県第71号議案】 

 

２ 神奈川県手数料条例及び収入証紙に関する条例の一部を改正する条例の概要【県土整備局関係】 

 

(1) 改正の趣旨 

   不動産特定共同事業法の一部改正等に伴い、小規模不動産特定共同事業の登録申請手数料等の

新設及び当該手数料を収入証紙により徴収するため、神奈川県手数料条例及び収入証紙に関する

条例について所要の改正を行う。 

 

 ＜参考＞ 

ア 不動産特定共同事業とは 

    複数の投資家が出資し不動産会社等の専門家が事業主体となって不動産取引により運用し、

収益の分配を行う事業である。 

    上記事業を行う者は、不動産特定共同事業者の許可を国又は都道府県知事から受ける必要が

ある。 

   

 

 

 

 

 

 

 

イ 不動産特定共同事業法（以下「法」）の一部改正について 

空き家・空き店舗が全国で増加する一方で、資金を活用して不動産ストックを再生し、地方

創生につなげる取組が拡大している中で、この取組が不動産特定共同事業に該当する場合でも、

許可要件が地方の事業者にとってハードルが高く見直す必要が生じた。 

そのため、空き家・空き店舗等の再生・活用事業に、地域の不動産事業者等が幅広く参入で

きるよう、出資総額が一定規模以下の「小規模不動産特定共同事業」が創設された。 

小規模不動産特定共同事業者は、国又は都道府県知事の登録（５年の登録更新制）を受ける

必要がある。 

 

ウ 地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正について 

    法改正に伴い小規模不動産特定共同事業登録申請等の手数料を新設 

    ・登録申請手数料   ６万円 

    ・登録更新申請手数料 ６万円 

 

    （法改正等の概要） 

 事業者の資本金 出資総額等 要件 手数料 

（既存） 

不動産特定共同事業 
１億円以上 制限なし 許可 8万円 

（新設） 

小規模不動産特定共同事業 
１千万円以上 

出資価額：100万円以内 

出資総額：1億円以内 
登録 6万円 

 

投
資
家 

不動産特定 

共同事業者 

⑤収益分配 

不動産特定共同事業契約 

不動産 

②取得 
①出資 

③賃貸・売却 
④賃料・売却益 
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(2) 改正の内容 

ア 神奈川県手数料条例の改正 

  次に掲げる手数料を新設する。 

(ｱ) 小規模不動産特定共同事業登録申請手数料（別表の７ 36の２の項関係） 
(ｲ) 小規模不動産特定共同事業登録更新申請手数料（別表の７ 36の３の項関係） 

イ 収入証紙に関する条例の改正 

  アに掲げる手数料を収入証紙により徴収するため、所要の改正を行う。（別表の２ 手数料

の表22の項関係） 

 

(3) 施行期日 

平成29年12月１日 

 

神奈川県手数料条例（平成12年神奈川県条例第２号）新旧対照表 

改    正 現    行 

別表（第２条関係） 

１～６ （略） 

７ 県土整備局関係 

別表（第２条関係） 

１～６ （略） 

７ 県土整備局関係 

手数料徴収に係る事務 手数料の名称 金額  手数料徴収に係る事務 手数料の名称 金額 

１～36 （略） （略） （略）  １～36 （略） （略） （略）  

36の２ 不動産特定

共同事業法第41条

第１項の規定に基

づく小規模不動産

特定共同事業の登

録の申請に対する

審査 

小規模不動産特

定共同事業登録

申請手数料 

６万円  （新設） （新設） （新設）  

36の３ 不動産特定

共同事業法第41条

第３項の規定に基

づく小規模不動産

特定共同事業の登

録の更新の申請に

対する審査 

小規模不動産特

定共同事業登録

更新申請手数料 

６万円  （新設） （新設） （新設） 

37～63 （略） （略） （略）  37～63 （略） （略） （略）  

８～10 （略） ８～10 （略） 
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収入証紙に関する条例（昭和39年神奈川県条例第76号）新旧対照表 

改  正 現  行 

別表（第２条関係） 

１ (略) 

別表（第２条関係） 

１ (略) 

２ 手数料 ２ 手数料 

 名称 根拠規定   名称 根拠規定  

 １～21 (略) (略)   １～21 (略) (略)  

 22 (略) 神奈川県手数料

条例第２条 

  22 (略) 神奈川県手数料

条例第２条 

 

 不動産特定共同事業許

可申請手数料 

   不動産特定共同事業許

可申請手数料 

  

 小規模不動産特定共同

事業登録申請手数料 

      

 小規模不動産特定共同

事業登録更新申請手数

料 

      

 （略）    （略）   

 23～33 (略) (略)   23～33 (略) (略)  
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【議案（条例その他）10頁 定県第78号議案】 

 

３ 一般県道上粕屋厚木第二東海自動車道接続区間新設橋梁（上部工）工事（その１）請負契約の概

要 

 

 

(1) 工 事 名 称     一般県道上粕屋厚木第二東海自動車道接続区間新設橋梁（上部工）

工事（その１） 

 

(2) 工 事 場 所    伊勢原市上粕屋地内 

 

(3) 請 負 契 約 者 名    日本高圧・池田特定建設工事共同企業体 

                代表者 日本高圧コンクリート株式会社ＰＣ事業部横浜営業所 

                     所長 村 越 謙 一 

 

(4) 請 負 契 約 金 額   ８億2,081万6,092円 

 

(5) 工 事 着 手 年 月 日   議会の議決に付すべき事件等に関する条例第２条の規定による議会

の議決があった日から７日以内 

 

(6) 工事完成予定年月日   平成30年12月28日 

 

 

 

 

入 札 執 行 状 況 調 書 

 

 

工事名称  一般県道上粕屋厚木第二東海自動車道接続区間新設橋梁（上部工）工事（その１） 

 

１ 開札年月日   平成29年８月３日 

   

２ 落 札 額   820,816,092円 

    うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 60,801,192円 

 

３ 入 札 回 数   １回 

 

４ 入札参加者及び入札高   別表のとおり 
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（別 表） 

（単位 円） 

業  者  名 所 在 地 代 表 者 
入札結果 

摘要 
第１回入札高 

日本高圧・池田特定建設工事

共同企業体 

横浜市中区住吉

町 

日本高圧コンクリ
ート（株）ＰＣ事
業部横浜営業所 

760,014,900 落札 

川田建設・浅沼建設特定建設

工事共同企業体 

横浜市中区常盤

町 

川田建設（株）横

浜営業所 
760,025,700  

戸田・伊達特定建設工事共同

企業体 
横浜市中区本町 

戸田建設（株）横

浜支店 
760,026,600  

三井住友・湘南推進特定建設

工事共同企業体 

横浜市神奈川区

栄町 

三 井 住 友 建 設

（株）横浜支店 
760,041,900  

大日本土木・亀井工業特定建

設工事共同企業体 

横浜市中区真砂

町 

大日本土木（株）

横浜支店 
760,041,900  

ドーピー・浦田特定建設工事

共同企業体 
横浜市西区南幸 

ドーピー建設工業

（株）神奈川事務

所 

760,041,900  

ピーエス三菱・アコック特定

建設工事共同企業体 

横浜市中区万代

町 

（株）ピーエス三

菱横浜営業所 
760,117,500  

コーアツ工業・磐梯建設特定

建設工事共同企業体 
横浜市中区寿町 

コ ー ア ツ 工 業

（株）横浜営業所 
760,117,500  

安部日鋼工業・千代田建設特

定建設工事共同企業体 
横浜市中区翁町 

（株）安部日鋼工

業南関東営業所 
760,135,500  

極東興和・武尊建設特定建設

工事共同企業体 
横浜市中区本町 

極東興和（株）横

浜営業所 
760,225,500  

オリエンタル白石・稲元興業

特定建設工事共同企業体 

横浜市中区海岸

通 

オリエンタル白石

（株）神奈川営業

所 

761,570,000  

西松・大野特定建設工事共同

企業体 
横浜市西区北幸 

西松建設（株）横

浜営業所 
788,000,000  

大林・共栄機械工事特定建設

工事共同企業体 

横浜市神奈川区

鶴屋町 

（株）大林組横浜

支店 
759,814,200 ※失格 

昭和コンクリート工業・石田

建設特定建設工事共同企業体 

横浜市中区常盤

町 

昭和コンクリート

工業（株）横浜営

業所 

759,852,000 ※失格 

(注) 上記金額に100分の８に相当する金額を加算した金額が地方自治法上の申込みに係る金額である。 

(※) 入札高が最低制限価格を下回ったため失格。 
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一般県道上粕屋厚木第二東海自動車道接続区間新設橋梁（上部工）工事（その１）

【位置図】

【標準断面図】

【橋梁側面図】

工事箇所

15.5ｍ

0.5ｍ0.5ｍ 14.5ｍ

第二東海自動車道接続区間新設橋梁（上部工）工事

L=143ｍ

至 伊勢原北IC
県道上粕屋厚木

（新設バイパス）

- 9 -




